
公 募 公 告

次のとおりオープンカウンター方式による見積合わせに付します。

令和６年３月６日

支出負担行為担当官

高松高等検察庁検事長 佐 藤 隆 文

（ 公 印 省 略 ）

１ 公募に付する事項

(1) 件名及び数量

令和６年度メンタルヘルスカウンセリング業務委託一式

(2) 仕様等

仕様書記載のとおり

(3) 履行期間

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

２ 参加資格

(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同

意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること

(3) 次の各号のいずれかに該当する者であること

（ ）「 」ア 令和４・５・６年度法務省競争参加資格 全省庁統一資格 役務の提供等

において 「Ａ 「Ｂ 「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ（営業品目はメ、 」、 」、

ンタルヘルスカウンセリングに関する品目 、四国地域の競争参加資格を有す）

る者

イ 当庁が作成する随意契約登録者名簿に記載された者

(4) 次の各号のいずれにも該当しない者であること

（ 、 。） （ 、ア 法人等 個人 法人又は団体をいう の役員等 個人である場合はその者

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代

表者 理事等 その他経営に実質的に関与している者をいう が 暴力団 暴、 、 。） 、 （

力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条



第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ ）又は暴力団員（同法第２条第６。

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ ）である者。

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

している者

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用す

るなどしている者

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

者

カ 暴力的な要求行為を行う者

キ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

ク 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

ケ 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

コ その他上記カないしケに準ずる行為を行う者

３ 契約条項を示す場所、仕様書等の交付場所及び問い合わせ先

〒７６０－００３３

高松市丸の内１番１号 高松法務合同庁舎５階

高松高等検察庁 会計課用度係

電話 ０８７－８２５－２００１

４ 仕様書等の交付期間及び交付場所

(1) 交付期間

令和６年３月６日（水）から同年３月１８日（月）までの休日を除く、午前

９時から午後５時まで

(2) 交付場所

上記３のとおり

５ 見積書及び必要書類の提出方法、提出期限及び提出場所

(1) 公募に参加を希望する者は、見積書に下記①、②の書類を添付して提出期限ま

でに指定の場所に提出すること。

① 資格審査結果通知書（全省庁統一資格 （令和４・５・６年度）の写し）

※資格を有する場合のみ

② 契約の相手方として不適当な者及び契約相手方として不適当な行為をする者



でないことを証する誓約書（別紙様式第１号）

(2) 見積書等必要書類の提出期限及び提出場所

令和６年３月１９日（火）午前１１時までに上記３の場所に提出すること。

(3) 提出方法

持参、郵送（郵送の場合は簡易書留等の配達記録が確認できる方法による 、。）

電子メール又はＦＡＸ

(4) 提出場所

上記３に同じ

(5) 見積合わせの日時

令和６年３月１９日（火）午前１１時に非公開で行う。

６ 見積書記載事項

(1) 作成日付

(2) 法人名及び代表者名

(3) 代理人名（提出者が代理人である場合のみ）

※併せて委任状（別紙様式第２号）を提出すること

(4) 見積金額

消費税及び地方消費税を含めた合計金額を記載すること（１円未満の端数があ

るときはその端数金額を切り捨てるものとする 。）

７ 契約の相手方の決定方法

(1) 予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内で最低価格をもって有効な見積書を提出した者を契約の相手方とする。

(2) 予定価格の制限の範囲内で最も安価な見積額を提示した者が二人以上あるとき

は、くじにより契約の相手方を決定する。くじ引きの日程等の詳細は、該当者に

対して電話等で速やかに通知する。

(3) 見積合わせの結果については、見積書を提出した者に対して、後日電話にて通

知する。

８ その他

(1) 契約書作成の要否 要

(2) 契約保証金 免除

(3) 見積書の無効

公募参加者に求められる義務を履行しなかった者の提出した見積書、見積に

関する条件に違反した見積書は無効とする。

以 上



 別紙様式第１号 
 

 
誓  約  書 

 
 当方は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約し

ます。 
 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 
 また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人

情報を警察に提供することについて同意します。 
                                    記 
１ 契約の相手方として不適当な者 
 (1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 
 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 
 (3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 
 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 
 (5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 
 (1) 暴力的な要求行為を行う者 
 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
 (4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 
 (5) その他前各号に準ずる行為を行う者 
 
 支出負担行為担当官 

高 松 高 等 検 察 庁 検 事 長 殿 
 

           令和   年   月   日 
 
                   所  在  地 
 
                   社名及び代表者名               （印） 
 
 

担当者氏名 
 

連 絡 先 
 
 
※ 添付書類：役員等名簿 
(注)担当者氏名及び連絡先を明記した場合は、代表者の押印省略可 



別紙様式第２号①（代理人）

１

２

（委任者） 所 在 地

商号又は名称

代 表 者 氏 名 （印）

（受任者） 代 理 人 氏 名 （代理人使用印鑑）

令和６年度メンタルヘルスカウンセリング業務委託の見積合わせに関する一切の件

記

委　　　　任　　　　状

支出負担行為担当官

　高松高等検察庁検事長　殿

　下記の者を代理人と定め、下記権限を委任します。

※受任者である代理人の連絡先を明記した場合は、押印省略可
※なお、押印する場合は、代理人が入札書に使用するものと同じ印鑑を押印すること

（注意事項）

１の事項にかかる復代理人を選任すること

令和　　年　　月　　日

　委任者との関係

　代理人の連絡先



別紙様式第２号②(復代理人)

（委任者） 所 在 地

商号又は名称

代 理 人 氏 名 （印）

（受任者） 復代理人氏名 （復代理人使用印鑑）

記

委　　　　任　　　　状

支出負担行為担当官

　高松高等検察庁検事長　殿

　下記の者を復代理人と定め、下記権限を委任します。

令和６年度メンタルヘルスカウンセリング業務委託の見積合わせに関する一切の件

（注意事項）

※受任者である復代理人の連絡先を明記した場合は、押印省略可
※なお、押印する場合は、復代理人が入札書に使用するものと同じ印鑑を押印すること

令和　　年　　月　　日

　委任者との関係

　復代理人の連絡先



カウンセリング業務仕様書

１ 業務名

メンタルヘルスに関する相談業務

２ 契約方式

単価契約とする。

見積書を作成する場合には、下記予定数量に単価を乗じて総額を積算すること。

３ 業務内容

対象職員

高松高等検察庁 高松地方検察庁 徳島地方検察庁 高知地方検察庁 松山地方検察庁 以、 、 、 、 （

下「甲ら」という ）の職員約５６０名。

業務内容

契約業者（以下「乙」という ）の業務内容は以下のとおりとする。。

ア 相談の予約受付

相談者本人から直接電話予約を受け、相談日及び時間を決定する。

イ 相談及びカウンセリング

① カウンセリングは１回６０分以内とし、対面、電話又はオンラインのいずれかの方

法による。ただし、対面カウンセリングには必ず対応できること。

オンラインの場合、接続方法等については、相談者本人と打ち合わせること。

② 乙は、カウンセリングの担当者について、できる限り特定のカウンセラーが継続的

に担当できるような体制を取ること。

ウ カウンセリング実施報告書の作成及び報告

カウンセリングをした場合には、カウンセリング実施月一月分をまとめて、相談者の

所属庁宛て報告する。

、 、 、 、 、報告内容は ①相談日時 ②相談回数 ③相談方法及び相談場所 ④相談者の所属庁

⑤簡単な相談内容、⑥伝達事項とする。

相談場所

四国４県での相談に対応できること。

対面カウンセリングの場合は、相談者の希望により、次のいずれかの場所で相談に応じ

ることとする。

ア 香川県高松市内

イ 徳島県徳島市内

ウ 高知県高知市内

エ 愛媛県松山市内

※提携の営業所又はカウンセリングルーム等（以下「営業所等」という ）が上記に所。

在しない場合は、上記最寄りの市町村に所在の営業所等でカウンセリングに対応するこ

と。

業務時間

少なくとも、次の時間は確保すること（定休日等は除く 。。）

ア 予約受付時間 月曜日～金曜日

９：００～１７：００

イ 相談時間 月曜日～金曜日

９：００～１７：００

４ 年間予定数量

各庁年間１回、計５回



※あくまで予定数であり、実際の回数とは異なる場合がある。

５ 相談の内容

相談内容

①職場のハラスメント問題

②過重労働の問題

③業務内容に関連する問題

④職場環境に関連する問題

⑤その他職場内の問題

⑥その他の問題

情報提供

相談内容が、甲らの責任において、例えば職場環境等の配慮などにより問題解決を図るべ

き事案と判明した場合は、担当カウンセラーは、相談者の同意を得た上で、甲らの指定する

部署へ情報を提供する。

また、職場の問題に限らず、担当カウンセラーが、相談内容から、甲らに相談した方がよ

いと判断した場合は、相談者に対して甲らに相談するように促す。

なお、情報提供の内容が急を要する場合は、乙は、速やかに電話等適宜の方法で甲らに連

絡する。

６ 料金の請求、支払方法

甲は、乙からの請求書を受領した後３０日以内に、乙に料金を支払うこととする。

本委託業務対象外のカウンセリングを実施した場合で、各職員に料金負担がある場合は、

乙から直接各職員に料金を請求する。

７ その他

、 、 。乙のカウンセリング担当者は 検察庁の職種 職場の状況等の把握に努めるものとする

甲は、乙の求めに応じて、職種、職場の状況等について情報を提供するものとする。

乙は、甲からの同一人の相談回数の照会に応じるものとする。

以 上


